
平成 25 年 5 月開催 

副市長レビュー（春） 調書 

1 部局 名・ 区

名（課名） 
健康福祉部 （保健予防課） 2 優先順位 3 

3 事項名 浜松市新型インフルエンザ等対策行動計画の策定 

4 目的 

 
「新型インフルエンザ等対策特別措置法」（H24 年 5 月 11 日公布、H25 年 4 月 13
日施行。以下「特措法」という。）において、行動計画の策定が規定されている。 
 新型インフルエンザ発生時に備え、市民の生命と健康を守り、生活や経済への影

響が最小となるよう、特措法の趣旨に基づき行動計画を策定するもの。 

5 現状及び課

題 

■被害想定 
 罹患率：全人口の２５％   最大欠勤率：４０％ 
■課題 
(1) 関係機関調整を要する課題 
ア 相談体制：帰国者・接触者相談センターの設置（専用回線、相談員確保） 
イ 医療確保：帰国者・接触者外来の設置（10万人に 1箇所）、入院病床確保 
ウ 有識者会議：感染症診査協議会（医師 3人、弁護士、人権擁護委員）を活用予定 
エ 特定接種、予防接種：実施方法の検討 
(2) 全庁的な対策体制の構築 
 ア 外出自粛・施設の使用制限の要請に係る周知 
イ 生活環境保全、住民の生活及び地域経済の安定対応 
ウ 要援護者支援 
エ 業務継続計画の策定    
オ 緊急時の埋葬、火葬対応 

6 事業概要 
新型インフルエンザ等対策行動計画の策定 

7 関係法令等 
新型インフルエンザ等対策特別措置法 

8 スケジュール 
平成 26年 2月議会へ報告予定。 

9 他都市等の

参考事例 

全自治体が特措法施行後同時期に、同法に基づく行動計画を策定するため、現段階

での参考事例なし。（H25.5.17現在） 

具体的内容 
10 過去のレビ

ュー等での審

議経過 

■なし(新
規提案) 

□あり 

 

具体的内容 

11 副市長レビ

ュー（春）で審

議、確認した

い事項 

■事業等の 
新規提案 

□既存事業 
の見直し 
 

・新型インフルエンザ等対策行動計画は、医療体制の整備だけでな 
く社会・経済機能の維持に関する事項等、広範囲な内容を策定する

もので、全庁的な取組が不可欠である。各部各課において欠勤率最

大４０％を想定し、日常業務の優先度を決めるとともに、新型イン

フルエンザ対策業務を加えた体制の構築が必要となる。 
・緊急事態宣言が発令されたときは、緊急的な人員動員及び予算措

置が必要となる。 



12 担当ヒアリ

ングでの審議

事項(実施後記

載) 

【協議事項】 
・新型インフルエンザ等対策行動計画策定のための周知及び全庁的な体制づくりの

確認 

具体的内容 

13 副市長レビ

ュー（春）結果 
(実施後記載。該

当項目を□→■) 

■提案どおり進める 
□提案内容を一部見

直して進める 
□サマーレビューで

審議 
□再度、調査研究等

を行い検討 
□その他 

 

14 その他 
 

 


